
１．事後評価結果の政策への反映状況 

 

政策目標1  生涯学習社会の実現 

国民一人一人が、生涯にわたって、あらゆる機会に、あらゆる場所において学習することがで

き、その成果を適切に生かすことのできる社会を実現する。 

施策目標1－3 地域の教育力の向上 

【主管課：生涯学習政策局社会教育課】 

評価結果の

政策への 

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：改善・見直し】 

(達成目標１) 

平成24年度にはおおむね目標が達成され、事業が終了した。平成22年度から24年度

までの3か年に実施した事業の成果について、広く周知を行っていく。 

 なお、社会教育を活性化し、地域コミュニティの再生を通じた地域活性化を図るた

めに、平成25年度から新規事業として「公民館等を中心とした社会教育活性化支援プ

ログラム」を実施。 

(達成目標２) 

中央教育審議会生涯学習分科会においてその方向性が示された「社会教育行政の再

構築」に向け、その中核的役割を担う社会教育主事など、地方自治体の社会教育に関

わる専門職員等の更なる資質向上を図るため、引き続き本事業による講習、講座等を

着実に実施していく。 

（達成目標３） 

学校と地域が組織的に連携・協働する体制の構築が着実に進捗している。しかしな

がら、「第2期教育振興基本計画」に明記されているように、全ての学校区において、

学校と地域が連携・協働する体制構築を目指す必要がある。そのための必要な予算を

要求するとともに、引き続き、先進事例等の情報提供や共有を図ることで、各地域の

実情に応じた取組を推進していく。 

 なお、「土曜授業に関する検討チーム中間まとめ（平成25年6月）」が出されたこ

とを踏まえ、これまで以上に土曜日の教育環境を豊かなものにする必要があることか

ら、施策を検討する必要がある。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

＜施策全体＞ 

平成26年度概算要求額：61.83億円（平成26年度予算額：53.52億円） 

＜新規要求・拡充要求（同額も含む）＞ 

（達成目標１） 

・公民館等を中心とした社会教育活性化支援プログラム（新規） 

平成26年度概算要求額：1.86億円（平成26年度予算額：1.33億円） 

（達成目標２） 

・社会教育を推進するための指導者の資質向上等 

  平成26年度概算要求額：0.73億円（平成26年度予算額：0.73億円） 



（達成目標３） 

・学校・家庭・地域の連携協力推進事業 

  平成26年度概算要求額：41.24億円（平成26年度予算額：38.14億円） 

＜廃止・縮小事業＞ 

（達成目標１） 

・社会教育による地域の教育力強化プロジェクト（廃止） 

 

○税制改正 

・地方独立行政法人に対する寄附金等・重要文化財等の譲渡に係る課税標準の特例措

置の拡充（総務省との共同要望)(平成26年度税制改正要望において要望どおり認め

られた。) 

                                             

 



 

施策目標1－4  家庭の教育力の向上 

【主管課：生涯学習政策局男女共同参画学習課】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：引き続き推進】 

（達成目標１） 

家庭教育支援について、第２期教育振興基本計画における基本施策に掲げられた

施策を着実に実施していくため、引き続き、補助事業を活用した地方公共団体の家

庭教育支援に関する取組の支援を行うとともに、来年度新規事業により、子供の発

達段階に応じた学習プログラムの開発の普及促進、父親やシニア世代、大学等の専

門的知識の活用などの多様な主体の参画を促進、企業等における家庭教育支援の充

実を図っていく。 

（達成目標２） 

 子供の基本的な生活習慣づくりについて、課題となっている中高生への対応は平

成２５年度に啓発資料を作成し、普及啓発を行う予定としている。引き続き、各地

域で行われている子供の生活習慣づくりに関する良い取組の共有や優良な取組を評

価する表彰制度の活用など、全国的な普及啓発を図り、各地域において生活習慣づ

くりの取組の定着が図られるよう推進していく。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

＜施策全体＞ 

平成26年度概算要求額：0.53億円（平成26年度予算額：0.45億円） 

＜新規要求・拡充要求（同額も含む）＞ 

（達成目標１） 

・多様な主体の参画による家庭教育の充実（新規）  

平成26年度概算要求額：0.32億円（平成26年度予算額：0.26億円） 

・学校・家庭・地域の連携による教育支援活動促進事業【学校・家庭・地域の連携

協力推進事業（１－３）の再掲】  

平成26年度概算要求額：41.24億円（平成26年度予算額：38.14億円） 

（達成目標２） 

・子供の生活習慣づくり支援事業   

平成26年度概算要求額：0.21億円（平成26年度予算額：0.19億円） 

 

○事務改善 

（達成目標１） 

・補助事業の申請に係るＱ＆Ａについて、より分かりやすくなるよう記載内容を見

直し地方公共団体の担当者向けに周知を図った。 

（達成目標２） 

・毎年度作成している小学１年生向けの啓発資料について、配布時期を実情に合わ

せて見直した。                                   

 



 

○有識者会議での指摘事項への対応 

次年度の事前分析表において、「『家の人と学校での出来事について話をしてい

る』小学生の割合」を成果指標（アウトカム）に加えた。                                   



 

施策目標1－5   ICTを活用した教育・学習の振興 

【主管課：生涯学習政策局情報教育課】 

【関係課：国立教育政策研究所教育研究情報センター】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：改善・見直し】 

（達成目標１） 

・子供たちの情報活用能力の育成については、「情報教育の推進等に関する調査研

究」において進めている情報活用能力に関する評価指標の開発を行い、実態を把握

し、分析の結果も踏まえ、子供たちの情報活用能力の育成に向けた施策の展開、学

習指導の改善、教育課程の検討に生かしていく。 

・学校におけるICTの活用の効果については、「学びのイノベーション事業」にお

いて検証を進めているICT活用の効果やICTを活用した指導方法について、早急に取

りまとめ、広く全国に周知を図るとともに、学校におけるICT活用の全国展開を図

るため、必要な予算を要求する。 

（達成目標２） 

・学校教育や社会教育の場において、教育上価値が高い映像作品等の利用を促すた

め、引き続き、教育用コンテンツ奨励事業を実施するとともに、本事業の趣旨や制

度、選定作品について、教育委員会や学校などに対して幅広く周知を図る。さらに、

教育上価値が高いデジタルコンテンツについても同様に審査を実施し、その質の保

証、普及、利用促進を図る。 

・上記に必要な予算を要求するとともに、デジタルコンテンツの質の確保のために

必要な定員を要求する。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

＜施策全体＞ 

平成26年度概算要求額：22.80億円（平成26年度予算額：4.42億円） 

＜新規要求・拡充要求（同額も含む）＞ 

（達成目標１） 

・先導的な教育体制構築事業（新規） 

※概算要求時の事業名は情報通信技術を活用した学び推進事業       

  平成26年度概算要求額：20.68億円（平成26年度予算額：1.22億円） 

・情報通信技術を活用した教育振興事業（新規） 

 平成26年度概算要求額：- 円（平成26年度予算額：2.88億円） 

・情報教育の推進等に関する調査研究 

平成26年度概算要求額：0.33億円（平成26年度予算額： - 円） 

 ※情報通信技術を活用した教育振興事業に統合 

・ＩＣＴを活用した課題解決型教育の振興事業 

  平成26年度概算要求額：1.45億円（平成26年度予算額：- 円） 

 ※情報通信技術を活用した教育振興事業に統合 

 



（達成目標２） 

・教育用コンテンツ奨励事業 

  平成26年度概算要求額：0.33億円（平成26年度予算額：0.32億円） 

＜廃止・縮小事業＞ 

（達成目標１） 

・学びのイノベーション事業(廃止) 

 

○機構・定員への反映 

（達成目標２） 

・デジタルコンテンツの質の確保体制の強化に２名を要求（係員が１名措置） 



 

政策目標2 確かな学力の向上、豊かな心と健やかな体の育成と信頼される学校づくり 

子供たちが確かな学力、豊かな心と健やかな体を育成することのできる社会を実現すると

ともに信頼される学校づくりを進める。 

施策目標2－1 確かな学力の育成 

【主管課：初等中等教育局教育課程課】 

【関係課：初等中等教育局児童生徒課、国際教育課、参事官】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：改善・見直し】 

（達成目標１） 

新学習指導要領において重視する言語活動の充実のための調査研究や言語活

動の実施状況の検証に取り組むほか、引き続き、学力定着に課題のある学校に対

する重点的・包括的な支援等を行うことにより、授業の工夫改善、学習意欲の伸

長、学習習慣の定着など確かな学力の育成を図る。また、確かな学力の育成に資

する観点も踏まえつつ、設置者の判断により実施される土曜授業がより効果的で

質の高いものとなるよう支援を行う。 

（達成目標２） 

第三次「子供の読書活動の推進に関する基本的な計画」(平成25年5月17日閣議

決定)も踏まえ、学校図書館の活用を通じた児童生徒の読書活動や学習活動の環

境整備を進めるため、引き続き司書教諭の発令促進を含む人的配置の推進に取り

組む。 

（達成目標３） 

「教育再生実行会議」第三次提言において、“小学校の英語学習の抜本的拡充

（実施学年の早期化、指導時間増、教科化、専任教員配置等）や中学校における

英語による英語授業の実施、初等中等教育を通じた系統的な英語教育について、

検討する”こととされている。また、“英語教員がTOEFL等の外部検定試験にお

いて一定の成績（TOEFL iBT80程度等以上）を収めることを目指し、現職教員の

海外派遣を含めた研修を充実・強化する”とも提言されている。さらに、第二期

教育振興基本計画においても同様の内容が盛り込まれている。加えて、行政事業

レビュー公開プロセスでは、指導改善事業及び英語力検証事業について、全国展

開し、規模を拡大して実施すべきとの指摘があった。このため、「英語力の指導

改善事業」は廃止し、教員の指導力向上については専門機関と連携するなどして

内容の改善を図るとともに、英語力の検証については外部検定試験団体と連携

し、全国規模・無作為抽出にて中・高等学校の生徒の英語力を把握分析・検証す

るための調査研究を実施していく。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

＜施策全体＞ 

平成26年度概算要求額：544.13億円（平成26年度予算額：516.73億円） 

＜新規要求・拡充要求（同額も含む）＞ 



 

（達成目標１） 

・確かな学力の育成に係る実践的調査研究 

  平成26年度概算要求額：0.72億円（平成26年度予算額：0.44億円） 

・土曜授業推進事業 

  平成26年度概算要求額：2.05億円（平成26年度予算額：1.05億円） 

（達成目標２）   

・司書教諭講習会 

平成26年概算要求額：0.29億円（平成26年度予算額：0.29億円） 

(達成目標３) 

・小・中・高等学校を通じた英語教育強化事業 

平成26年度概算要求額：17.4億円（平成26年度予算額：5.73億円） 

 

＜廃止・縮小事業＞ 

(達成目標３) 

・外国語活動・外国語教育の教材整備等（廃止） 

・外国語指導助手の指導力等向上のための取組（廃止） 

・英語力の指導改善事業（廃止）                        

 

○機構・定員への反映 

（達成目標2） 

新学習指導要領の全面実施を踏まえた学校図書館の整備充実に伴う増として、学

校図書館振興係を1名要求(措置されず) 

 



 

施策目標2－2 豊かな心の育成 

【主管課：初等中等教育局児童生徒課】 

【関係課：初等中等教育局教育課程課、財務課】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：引き続き推進】 

(達成目標１)  

教育再生実行会議の第一次提言において、いじめ問題の本質的な解決に向け、心

と体の調和のとれた人間の育成に取り組む観点から道徳教育の抜本的な充実を図る

とともに、新たな枠組みにより教科化することが提言された。この提言を踏まえ、

文部科学省に設置した「道徳教育の充実に関する懇談会」においては、「心のノー

ト」の全面改訂や、教員の指導力向上及び道徳の教科化について検討している。こ

れらの議論も踏まえ、人としてのよりよい生き方について考え、実践する力を育む

道徳教育への抜本的改善・充実を図るため、新「心のノート」（仮称）をはじめと

する道徳の教材の充実、効果的な指導方法の普及等による教員の指導力向上、家庭・

地域との連携強化など地域に根ざした道徳教育の取組の支援を推進する。 

(達成目標２) 

・いじめの未然防止を図るため、農山漁村等における自然体験活動、ボランティア

など社会奉仕に関わる体験活動、交流に関わる体験活動など様々な体験活動を通

じて、児童生徒の豊かな人間性や社会性を育む取組を促進するために必要な予算

を要求する。 

・学校教育における人権教育の一層の推進を図り、児童生徒が人権の意義・内容等

について理解するとともに、自分の大切さとともに他の人の大切さを認めること

ができるよう、実践的な研究及び国レベルにおける指導方法の在り方等に関する

調査研究・普及の事業を引き続き行うために必要な予算を要求する。 

(達成目標３) 

教育再生実行会議の第一次提言及び「いじめ防止対策推進法」を踏まえ、いじめ

の未然防止、早期発見・早期対応や教育相談体制の整備及びインターネットを通じ

て行われるいじめへの対応を充実するため、国及び地方自治体におけるいじめ問題

等に対応する支援体制の構築等に関する必要な予算を要求するとともに、「いじめ

防止基本方針」を策定する。 

(達成目標４) 

被災県等からの継続的な対応の要望を踏まえ、引き続き、被災地の具体的なニー

ズも踏まえつつ、被災した幼児児童生徒等に対して、切れ目のない心のケア等必要

な支援を行っていくために必要な予算を要求する。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

＜施策全体＞ 

平成２６年度概算要求額：88.13億円（平成26年度予算額：64.84億円の内数） 

 

 



 

＜新規要求・拡充要求（同額も含む）＞ 

（達成目標１） 

・新「心のノート」活用推進事業 

  平成２６年度概算要求額：8.04億円（平成26年度予算額：6.26億円） 

・道徳教育パワーアップ研究協議会 

  平成２６年度概算要求額：1.02億円（平成26年度予算額：1.03億円） 

・道徳教育地域支援事業 

 平成２６年度概算要求額：6.97億円（平成26年度予算額：7.1億円） 

（達成目標２） 

・いじめ対策等総合推進事業 

 平成２６年度概算要求額：68.59億円（平成26年度予算額：47.97億円の内数） 

・人権教育開発事業 

  平成２６年度概算要求額：0.76億円（平成26年度予算額：0.77億円） 

（達成目標３） 

・いじめ対策等総合推進事業【再掲】 

  平成２６年度概算要求額：68.59億円（平成26年度予算額：47.97億円の内数） 

（達成目標４） 

・緊急スクールカウンセラー等派遣事業 

平成２６年度概算要求額：39.10億円（平成26年度予算額：37.09億円） 

・東日本大震災にかかる教育復興支援加配定数 

平成２６年度概算要求額：21.46億円（平成26年度予算額：21.46億円） 

 

○機構・定員への反映 

（達成目標１） 

道徳教育の推進体制の強化に伴い、係長１名を要求（係長１名を措置） 

                           

○有識者会議での指摘事項への対応 

・いじめは、「どの子供にも、どの学校でも起こり得る」ことを十分認識するとと

もに、より根本的ないじめの問題克服のため、全ての児童生徒を対象とした未然

防止の観点が重要である。 

・「いじめは人間として絶対に許されない」との意識を児童生徒一人一人に徹底す

る。 

・いじめの早期発見のために、定期的なアンケートやスクールカウンセラー等を活

用し、学校における相談機能を充実させる。 

・児童生徒及びその保護者が抵抗なくいじめに関して相談できる体制を整備すると

ともに、定期的に体制を点検し、広く周知する。 

・いじめの未然防止を図るため、農山漁村等における自然体験活動、ボランティア

など社会奉仕に関わる体験活動、交流に関わる体験活動など様々な体験活動を通

じて、児童生徒の豊かな人間性や社会性を育む取組を引き続き促進する。 



施策目標2－4 健やかな体の育成及び学校安全の推進 

【主管課：スポ－ツ・青少年局学校健康教育課】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：改善・見直し】 

（達成目標１） 

達成目標（1）については、平成26年度においても、メンタルヘルスに関する課題や

アレルギー疾患等の多様化する児童生徒の心身の健康問題に適切に対応するため、

指導参考資料の作成や講習会の開催など、学校保健に係る取組を引き続き充実させ

る。 

学校保健委員会に関しては、各種会議の場での周知等により全ての学校への設置を

目指すとともに、内容の充実を図るなど、引き続き一層の普及・啓発に努めていく。

薬物乱用防止教室に関しては、特に中・高校の開催率は100％を目指すよう重点的に

指導するとともに、小学校においても早期の予防教育の重要性を指導するなど、引

き続き薬物乱用防止教育の推進に努めていく。 

（達成目標２） 

達成目標（2）については、平成26年度においても、児童生徒が食に関する正しい知

識や望ましい食習慣を身に付けることができるよう、学校給食等と関連付けた効果

的な食に関する指導及び指導体制の整備を推進する取組を引き続き充実させる。 

学校給食における地場産物の使用割合に関しては、第二次食育推進基本計画に明記

された30％以上を目指すため、引き続き取組を継続していく。また、栄養教諭の配

置については、全体としては増加しているものの都道府県によって差があるため、

各県への働きかけを行うなど、配置拡大に向けた取組を行う。 

（達成目標３） 

達成目標（3）については、平成26年度においても、地域のボランティアによる学校

内外の巡回・警備が実施されている学校を一層増加させ、地域ぐるみで子供の安全

を見守る体制の整備及び子供たち自身に危険を予測・回避する能力を習得させる取

組等を引き続き充実させる。 

また、子供の安全対応能力の向上に向けて、防犯教室等の講師となる教職員等を対

象とした講習会等の一層の充実に努めていく。加えて、防災マニュアルの策定率の

向上に向けた取組や防災アドバイザーの派遣等を引き続き実施していく。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

＜施策全体＞ 

平成26年度概算要求額：36.85億円（平成26年度予算額：31.4億円） 

＜新規要求・拡充要求（同額も含む）＞ 

・がんの教育総合支援事業（新規） 

平成26年度概算要求額 0.25億円（平成26年度予算額：0.16億円） 

・高等学校における保健教育の指導参考資料の作成（新規） 

平成26年度概算要求額 0.17億円（平成26年度予算額：0.12億円） 

・学校給食における食物アレルギー対策推進事業（新規） 

平成26年度概算要求額 0.38億円（平成26年度予算額：0.24億円） 



・スーパー食育スクール事業（新規） 

（栄養教諭を中核とした食育推進事業、学校給食における地場産物の活用促進事業

の廃止に伴う新規事業） 

平成26年度概算要求額 3.08億円（平成26年度予算額：2.01億円） 

・学校事故対応に関する調査研究（新規） 

平成26年度概算要求額 0.14億円（平成26年度予算額：0.12億円） 

・通学路安全推進事業  

平成26年度概算要求額 1.53億円（平成26年度予算額：0.51億円） 

・学校安全教室の推進  

平成26年度概算要求額 0.42億円（平成26年度予算額：0.4億円） 

・実践的防災教育総合支援事業 

平成26年度概算要求額 1.58億円（平成26年度予算額：1.22億円） 

 

＜廃止・縮小事業＞ 

・学校給食の衛生管理等に関する調査研究 

（学校給食の現代的課題に関する調査研究に移行） 

  平成26年度概算要求額 0.39億円（平成26年度予算額：0.33億円） 

・栄養教諭を中核とした食育推進事業（廃止） 

・学校給食における地場産物の活用促進事業（廃止） 

 

○機構・定員への反映 

（達成目標１、２） 

・アレルギー対策の推進体制の強化に１名要求（措置されず） 

（達成目標３） 

・学校安全の推進体制の強化に２名要求（措置されず） 

                    

 



 

 

施策目標2－5  地域住民に開かれた信頼される学校づくり 

【主管課：初等中等教育局参事官】 

評価結果 

の政策への反

映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：引き続き推進】 

（達成目標１） 

評価結果等を踏まえ、学校関係者評価など学校評価の充実により学校運営の改

善が図られるよう、実践研究及びその成果普及等に必要な予算を要求する。また、

各学校や設置者における学校評価の取組の充実により一層資するよう、平成22年

度に改訂した「学校評価ガイドライン」の周知の徹底や利用促進を促す。 

 

（達成目標２） 

評価結果等を踏まえ、引き続き、コミュニティ・スクールの導入促進及び取組

充実に向け、実践研究及びその成果普及等に必要な予算を要求する。特に、導入

状況の地域的偏りも踏まえ、制度導入に向けて継続的にきめ細かな支援・助言を

行うコミュニティ・スクール推進員（CSマイスター）の派遣、制度の理解促進等

のための説明会や取組の充実・普及を図るためのフォーラムの開催についても、

未導入地域や導入率の低い地域に対し重点的に行うことなどを通じ、コミュニテ

ィ・スクールの全国的な拡大を図る。 

  

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

＜施策全体＞ 

平成26年度概算要求額：2.15億円（平成26年度予算額：2.02億円） 

 

＜新規要求・拡充要求（同額も含む）＞ 

（達成目標1、2） 

・地域とともにある学校づくりの推進（コミュニティ・スクール等） 

平成26年度概算要求額：1.86億円（平成26年度予算額：1.74億円） 

・地方教育行政推進事業 

平成26年度概算要求額：0.29億円（平成26年度予算額：0.28億円） 

                                    



 

 

 

 

施策目標2－6  魅力ある優れた教員の養成・確保 

【主管課：初等中等教育局教職員課】 

【関係課：初等中等教育局初等中等教育企画課】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：引き続き推進】 

（達成目標１） 

これまで各都道府県・指定都市教育委員会と大学との連携は着実に進んでいるも

のと認識しているが、更なる連携を通じた初任者研修等の高度化や、教員が採用後

も長期的に学びを継続する体制の構築等を図る。 

 

（達成目標２） 

 教員免許更新講習については、平成24年度においても必要十分な講習規模を確保

することができたものと認識しており、引き続き、十分な講習の規模確保及び円滑

な実施に努める。 

 

（達成目標３） 

 都道府県・指定都市教育委員会においては教員評価の結果を処遇等に適切に反映

する等、教員評価の内容面の改善を引き続き促す。 

 

【具体的な反映内容】 

＜施策全体＞ 

○予算への反映 

平成26年度概算要求額：18.12億円（平成26年度予算額：15.53億円） 

＜新規要求・拡充要求（同額も含む）＞ 

（達成目標１、２） 

・教員の資質能力の総合的向上方策 

  平成26年度概算要求額：5.81億円（平成26年度予算額：3.07億円） 

（達成目標１） 

・公立学校共済組合普及指導監査等 

  平成26年度概算要求額：0.002億円（平成26年度予算額：0.002億円） 

・義務教育費国庫負担金及び標準法実施等 

  平成26年度概算要求額：0.05億円（平成26年度予算額：0.05億円） 

（達成目標３） 

・全国優秀教員表彰事業 

  平成26年度概算要求額：0.02億円（平成26年度予算額：0.02億円）                                   

 

 

 



 

施策目標2－7  安全・安心で豊かな学校施設の整備推進 

【主管課：大臣官房文教施設企画部施設企画課】 

【関係課：大臣官房文教施設企画部施設助成課、初等中等教育局幼児教育課】 

評価結果 

の政策への反

映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：引き続き推進】 

（達成目標１） 

公立学校における耐震化を進めるため、引き続き必要な予算の確保に努めると

ともに、特に耐震化の遅れている地方公共団体の首長に対し、耐震化の加速を要

請する大臣書簡を発出するほか、職員が当該地方公共団体を個別に訪問して指導

を行うなどの取組を推進する。 

（達成目標２） 

非構造部材の耐震対策が進むよう、全国的な耐震点検及び耐震対策の実施状況

を把握するとともに、必要な予算の確保に努める。特に、屋内運動場等の天井等

の落下防止対策については、地方公共団体が対策の要否を迅速かつ効率的に判断

するため平成２５年８月に作成・公表した手引の周知や専門的技術者の養成のた

めの講習会の開催等による技術的支援を行うとともに、必要な財政的支援と併

せ、地方公共団体の取組をより一層推進することで対策を加速させる。 

（達成目標３） 

学校建築において求められている課題を把握し、調査研究の実施、事例収集、

事例集の作成・展開、セミナー・シンポジウム等の実施により、地方公共団体や

学校建築関係者に対する普及・啓発を一層推進する。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

＜施策全体＞ 

平成26年度概算要求額：4.53億円（平成26年度予算額：4.46億円） 

＜新規要求・拡充要求（同額も含む）＞ 

（達成目標１及び２） 

・公立学校施設整備費  

平成２６年度概算要求額：2,800.82億円（うち、復興特別会計：1,280.52億円） 

（平成26年度予算額：1,270.77億円）（うち、復興特別会計：626.15億円） 

・文教施設の防災対策の強化・推進  

平成２６年度概算要求額：1.99億円（平成26年度予算額：2.01億円） 

 

○機構・定員への反映 

（達成目標３） 

・文教施設の津波対策の推進体制の強化に２名を要求 

（津波対策推進係長が１名措置） 

・公立学校施設における障害のある児童生徒等の教育環境改善の推進体制強化に

１名を要求（専門職が１名措置） 

・少子化、人口減少時代における文教施設の複合化・集約化の推進体制の強化に



 

２名を要求したが措置されず 

                              

○有識者会議での指摘事項への対応 

公立学校施設の耐震化については、既存施設を取り壊すことなく、耐震補強に

より対応することが可能となっているところであり、各設置者において適切な耐

震対策を講じていただきたいと考えている。                              



 

施策目標2－9  幼児教育の振興 

【主管課：初等中等教育局幼児教育課】 

【関係課：高等教育局私学部私学助成課】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：改善・見直し】 

（達成目標１） 

・早ければ平成２７年度を予定している「子ども・子育て支援新制度」の全面施行

が円滑なものとなるよう、①「幼保連携型認定こども園」の認可基準、②施設型給

付の水準、③幼稚園・保育所等から「認定こども園」への移行支援策の検討等の施

行準備を推進する。 

・その際、「認定こども園」の普及が図られるよう、①「幼保連携型認定こども園」

の認可基準については、幼児期の学校教育・保育等を総合的に提供する施設として

の質を担保したものとなるようにしつつ、既存の施設からの円滑な移行を考慮した

特例を検討する、②施設型給付の水準については、質の確保・向上が図られた学校

教育・保育を提供するために必要な水準が確報されるよう留意する、③移行支援に

ついては、「認定こども園」への移行を希望する幼稚園・保育所等が円滑に移行で

きるよう、認可基準の検討の動向や経営実態調査の結果を踏まえて検討する。 

 

（達成目標２） 

・幼稚園における学校関係者評価の実施率を高めるため、『幼稚園における学校評

価ガイドライン〔平成２３年改訂〕』の周知を行うとともに、幼稚園教育内容の方

法・改善充実等の事業を活用し、好事例の共有化を図る。 

・また、幼稚園教育要領の理解促進等が図られるよう、質の高い幼児教育・保育の

総合的提供等推進事業において、例えば、幼保小合同研修の在り方、体験の多様性

と関連性、協同性を育む指導の在り方等に関する調査研究を行い、その成果を来年

度以降の事業実施に反映させていく。 

 

（達成目標３） 

・多様化する子育て支援ニーズに対応する幼稚園における子育て支援活動や預かり

保育の実施率を高めるため、平成20年３月に作成した『幼稚園における子育て支援

活動及び預かり保育の事例集』の周知に努め好事例の共有化を図るとともに、引き

続き私学助成等による財政支援を行う。また、『幼児教育実態調査』等により現状

を把握し今後の在り方の検討を行う。 

 

（達成目標４） 

・希望する全ての子供が質の高い幼児教育を受けられるよう、国として市町村の取

組を引き続き支援していくとともに、幼稚園と保育所の「負担の平準化」等の観点

を踏まえ、更なる低所得世帯・多子世帯の負担軽減を図る。  

 

 

 



 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

＜施策全体＞ 

平成26年度概算要求額：339.53億円（平成26年度予算額：339.49億円） 

＜新規要求・拡充要求（同額も含む）＞ 

・幼稚園就園奨励費補助   

平成26年度概算要求額：339.05億円（平成26年度予算額：339.05億円） 

＜廃止・縮小事業＞ 

・幼稚園教育理解推進事業 

平成26年度概算要求額：0.18億円（平成26年度予算額：0.18億円） 

 

○制度改正等 

平成２７年度の施行を目指し、「子ども･子育て会議」において具体の検討を行

っている。 

 

○税制改正 

・「子ども・子育て支援新制度」の施行に伴う「幼保連携型認定こども園」に対す

る税制上の所要の措置・「子ども・子育て支援新制度」の施行に伴い市町村認可

事業として位置付けられる小規模保育等に対する税制上の所要の措置 

・「子ども・子育て支援新制度」の施行に伴う「幼保連携型認定こども園」以外の

「認定こども園」の教育・保育機能部分に対する税制上の所要の措置      

 



 

施策目標2－10 一人一人のニーズに応じた特別支援教育の推進 

【主管課：初等中等教育局特別支援教育課】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：引き続き推進】 

（達成目標１） 

特別支援教育体制整備状況調査の結果によると、幼・小・中・高等学校において、

障害のある児童生徒等一人一人に対する支援については、着実に取組が進んでいる

ものの、依然十分とは言えない状況にある。インクルーシブ教育システム構築の観

点からも、発達障害を含む障害のある幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズを把握

し、適切な支援を行うための体制整備等推進については、体制整備の一層の推進に

向けた取組を検討していく。 

（達成目標２） 

特別支援教育に関わる教員の専門性向上や指導内容・方法等の改善については、引

き続き各教育委員会に対して研修の実施による専門性の向上を求めるとともに、免

許法認定講習の受講機会の拡大に努める。その際、実効性を高めるため、保有率の

低い地域等の個別の状況把握や地域・障害種のバランスを考慮した認定講習の開設

等の方法を検討していく。 

また、インクルーシブ教育システム構築の観点から、特別支援学校に限らず小・中・

高等学校等の全ての教員について、特別支援教育に関する専門性を向上させる取組

を推進していく。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

＜施策全体＞ 

平成26年度概算要求額：138.17億円（平成26年度予算額：139.07億円） 

＜新規要求・拡充事業（同額も含む）＞ 

（達成目標１・２） 

○特別支援教育充実事業 

・特別支援教育関係連絡会議 

・インクルーシブ教育システム構築事業 

・発達障害の可能性のある児童生徒に対する早期支援・教職員の専門性向上事業 

・自立・社会参加に向けた高等学校段階における特別支援教育充実事業 

・学習上の支援機器等教材活用促進事業 

・特別支援教育に関する実践研究充実事業 

・特別支援教育に関する教職員等の資質向上事業 

  平成２６年度概算要求額：36.34億円（平成26年度予算額：27.73億円） 

（達成目標１） 

○特別支援教育設備整備費等補助 

  平成２６年度概算要求額：0.01億円（平成26年度予算額：0.01億円ん） 

○特別支援教育就学奨励費負担等 

  平成２６年度概算要求額：91.77億円（平成26年度予算額：101.51億円） 



 

（参考：関連する独立行政法人の事業） 

○独立行政法人国立特別支援教育総合研究所運営費交付金に必要な経費 

  平成２６年度概算要求額：9.85億円（平成26年度予算額：9.81億円） 

（参考：関連する独立行政法人の事業） 

○独立行政法人国立特別支援教育総合研究所施設整備に必要な経費   

平成２６年度概算要求額：0.19億円（平成26年度予算額：0円） 

○機構・定員への反映 

「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」における差別の解消の推進

に関する基本方針策定等に向けて、１名要求。（措置されず） 

 



 

 

 

政策目標3 義務教育の機会均等と水準の維持向上 

全国全ての地域において優れた教職員を必要数確保し、教育の機会均等と教育水準の維持向

上を図る。 

施策目標3－1  義務教育に必要な教職員の確保 

【主管課：初等中等教育局財務課】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：引き続き推進】 

今後の教職員等指導体制の在り方については、平成25年度予算編成過程におけ

る文科省・財務省合意に基づき、平成25年度全国学力・学習状況調査等を活用し、

効果検証を行いつつ、引き続き検討するとされたことを受けて、大臣政務官を主

査とする検討チームを省内に設置し、具体的な方策の在り方について検討を行っ

ているところ。本検討チームは、教職員等指導体制の在り方のほか、教員の資質

向上、メリハリある給与、学校の組織運営の改善などについても一体的に検討し

ており、８月下旬に取りまとめ予定の検討結果を踏まえ、平成26年度概算要求に

おいて適切に対応していく。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

＜施策全体＞ 

平成26年度概算要求額：15,425.36億円（うち復興特会（復興庁）21.46億円） 

（平成26年度予算額： 15,343.29億円）（うち復興特会（復興庁）21.46億円） 

 

＜新規要求・拡充事業（同額も含む）＞ 

（達成目標１） 

・義務教育費国庫負担金               

  平成26年度概算要求額：15,425.36億円（うち復興特会（復興庁）21.46億円） 

（平成26年度予算額： 15,343.29億円） 

（うち復興特会（復興庁）21.46億円） 

 



 

政策目標4 個性が輝く高等教育の振興 

「知識基盤社会」において、我が国が活力ある発展を続けていくために、高等教育を時代

のけん引役として社会の負託に十分応えるものへと変革する一方、社会の側がこれを積極的

に支援するという双方向の関係を構築する。 

施策目標4－1  大学などにおける教育研究の質の向上 

【主管課：高等教育局高等教育企画課】 

【関係課：高等教育局大学振興課、専門教育課、医学教育課、学生・留学生課、国立大学法人

支援課】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：改善・見直し】 

（達成目標１） 

順調に進捗しており、国公私立大学を通じた競争的な環境下で、大学の組織的

な教育改革に関する新たな取組や社会的要請に対応した取組を引き続き支援す

ることにより、教育の質の向上・保証を促すための重要な役割・機能を果たして

いる。また、更なる大学教育の質の保証と向上を促進するための一つとして、全

学的に教育改革の基盤となる取組（教育情報の公開、ＧＰＡの導入 等）につい

て、各大学に対し自主的な取組を促し、学長のリーダーシップの下、特色ある教

育改革を実施する取組を支援する事業の実施について検討を行っているところ

である。 

（達成目標２） 

着実に進捗しているが、成果指標について実績値の把握に努めるとともに、今

後の更なる充実を図るため、達成手段に掲げる事業のフォローアップや評価等を

行いつつ、ＲＡ経費の補助やコースワークから研究指導へ有機的につながりを持

った体系的な博士課程教育の構築支援等の取組を通じ、国際的に卓越した教育研

究拠点の形成及び大学院教育の実質化を推進する。 

（達成目標３） 

順調に推移しているが、各事業の一層の充実のため、中間評価や事後評価、各

種フォローアップを適切に行い、これら結果を目標の達成に資する取組に活用す

る。施策の立案に当たっては、当該施策の目標の達成のための具体的な方法・取

組について、各採択大学が個別の戦略や工夫に応じた形で裁量を持って実施でき

るような要件を設定する。徹底した国際化を断行する大学を重点支援する「スー

パーグローバル大学創成支援」等、施策の立案に際しては、大学の国際化が日本

人学生のグローバル化にどのように波及しているのかが把握できるように、適切

な調査・措置等を講じる。 

（達成目標４） 

引き続き大学設置認可及び認証評価について制度の適切な運用を図る。また、

大学の設置前及び設置後を通じた大学の質の保証に係る方策の在り方について、

質保証に関係するシステム（設置基準、設置認可、認証評価等）間の相互の連携

も含めて、大学設置・学校法人審議会および中央教育審議会において検討し、結

論の得られたものから制度改正等に取り組む。 



（達成目標５） 

 被災した学生に対する修学支援や、被災地域の復興のための関係大学の取組へ

の支援等、関係事業の推進に引き続き取り組んでいく。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

＜施策全体＞ 

平成26年度概算要求額：1,475.95億円（平成26年度予算額：1,235.46億円） 

＜新規要求・拡充事業（同額も含む）＞          

（達成目標１） 

・大学教育再生加速プログラム（新規）            

平成26年度概算要求額：20億円（平成26年度予算額：10億円） 

（達成目標３） 

・スーパーグローバル大学等事業（新規） 

平成26年度概算要求額：156.26億円（平成26年度予算額：99億万円） 

＜廃止・縮小事業＞ 

（達成目標１） 

・産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業 

平成26年度概算要求額：18.65億円（平成26年度予算額：18.65億円） 

（達成目標３） 

・グローバル人材育成推進事業 

平成26年度概算要求額：42.12億円（平成26年度予算額：0円） 

※本事業については、平成26年度予算への計上は見送られたところであるが、「ス

ーパーグローバル大学等事業」に整理統合されている。 

 

○機構・定員への反映 

・理工系人材育成体制の整備に伴い、理工系人材育成推進室長１名を機構要求す

る。（措置されず） 

・大学教育の質保証充実のための大学等設置認可等の体制の強化に伴い、専門官

１名、質保証システム係長１名、質保証システム係員１名を定員要求する。 

（質保証システム係長１名、質保証システム係員１名を措置） 

・大学のステークホルダーとしての地域、団体との連携協働関係の強化に伴い、

地域連携推進専門官１名を定員要求する。（措置されず） 

・理工系人材育成体制の強化に伴い、計画係長１名と計画係員１名を定員要求す

る。（措置されず） 

・法学教育体制の強化に伴い、調査係長１名と調査係員１名を定員要求する。 

（措置されず） 

・日本人学生の海外留学の促進を支援する体制の強化に伴い、専門官１名を定員

要求する。（専門官１名を措置） 

○有識者会議での指摘事項への対応 

 指摘を踏まえ、平成26年度事前分析表にある評価指標を見直した。                                  



 

政策目標5 奨学金制度による意欲・能力のある個人への支援の推進 

学生が経済的な面で心配することなく、安心して学べるよう、奨学金制度による意欲･能力

のある個人に対する支援を一層推進する。 

施策目標5－1  意欲・能力のある学生に対する奨学金事業の推進 

【主管課：高等教育局学生・留学生課】 

【関係課：初等中等教育局高校教育改革PT】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：引き続き推進】 

（達成目標１） 

平成25年度予算において、無利子奨学金の新規貸与人員を1万3千人増員すると

ともに、平成24年度に導入した「所得連動返還型無利子奨学金制度」について、

卒業後の年収に応じた額を返還する柔軟な制度へ改善するための準備を行うな

ど、奨学金事業の充実に努めている。 

平成26年度においては、意欲と能力のある学生等が経済的理由により進学等を

断念することのないよう、安心できる環境を整備するため、①無利子奨学金の貸

与人員を大幅に増員するとともに、日本人学生の海外留学のための無利子奨学金

制度の創設、②真に困窮している奨学金返還者に対する救済措置の充実を図るな

ど、奨学金制度の改善充実を図ることとする。 

また、平成25年４月から開始した、給付型奨学金の創設を含めた学生への経済

的支援の在り方についての検討を、引き続き進めていく。 

 

（達成目標２） 

引き続き、東日本大震災により被災した世帯の学生等が経済的理由により修学

を断念することのないよう、貸与基準を満たす希望者全員に奨学金の貸与を行

う。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

＜施策全体＞ 

平成26年度概算要求額：127,723百万円（平成26年度予算額：93,688百万円）

○（独）日本学生支援機構 大学等奨学金事業の充実 

◆無利子奨学金の貸与人員の増員 

低所得世帯の学生等へ無利子奨学金を貸与するため、貸与人員の増員等を図

るとともに、将来グローバルに活躍する日本人学生等が海外留学をする際の負

担を軽減するため、海外留学のための奨学金制度の充実を図る。 

＜事業費＞ 

【概算要求】 

無利子奨学金 2,912億円 ⇒ 3,307億円（395億円増） 

（有利子奨学金 9,070億円 ⇒ 8,995億円（ 75億円減）） 

【予算】 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

無利子奨学金 2,912億円 ⇒ 3,068億円（156億円増） 

（有利子奨学金 9,070億円 ⇒ 8,677億円（393億円減）） 

＜貸与人員＞     

【概算要求】 

無利子奨学金   42万6千人 ⇒   49万6千人（7万人増※） 

※うち新規貸与者の増員分4万4千人（うち被災学生等分4千人） 

うち日本人学生の海外留学分1万2千人 

（有利子奨学金  101万7千人 ⇒   97万7千人（4万人減）） 

【予算】 

無利子奨学金   42万6千人 ⇒   45万2千人（2万6千人増※） 

※うち新規貸与者の増員分1万2千人（うち被災学生等分4千人） 

（有利子奨学金  101万7千人 ⇒   95万7千人（6万人減）） 

◆真に困窮している奨学金返還者の救済 

延滞金賦課率の１０％から５％への引き下げ※、経済困難を理由とする返

還期限猶予の制限年数の５年から１０年への延長、返還期限猶予制度の適用

基準の緩和、延滞者への返還期限猶予制度の適用を通じ、真に困窮している

奨学金返還者に対する救済措置を一層講じる。   

※平成26年４月以降に生じる延滞金から適用 

 

○制度改正 

独立行政法人日本学生支援機構に関する省令の一部を以下のとおり改正 

①海外留学する学生について、無利子奨学金の貸与対象として追加する。 

②真に困窮している奨学金返還者に対する救済措置を充実するため、延滞金 

の賦課率を現行の１０％から５％に引き下げる。                                 

 



 

政策目標6 私学の振興 

私立学校の振興に向け、教育研究条件を高めるとともに経営の健全性の維持向上を図る。 

施策目標6－1  特色ある教育研究を展開する私立学校の振興 

【主管課：高等教育局私学部私学行政課】 

【関係課：高等教育局私学部私学助成課、参事官】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：引き続き推進】 

（達成目標１及び２） 

引き続き、教育研究条件の維持向上を図るため、今後も各大学等の特色を生か

せるきめ細やかな支援を行うなど、私立学校の振興を図るための支援策について

検討を行い、事業を引き続き実施する。その際、各私立学校における教育条件の

維持向上を図るため予算の充実が必要であり、また、加速度的に知識基盤社会化

する世界にあって、高等教育の約８割を担う私立大学の質的充実が大学全体の質

の保証、向上にとって極めて重要である。私学助成はこれを支える基盤的経費と

してふさわしい効果を挙げる必要があるため、多様な特色の発揮と質的充実に向

けた支援及びガバナンス強化や教育研究活性化のためのメリハリある配分を強

化していく。また、学ぶ意欲のある児童生徒等が経済的理由により修学を断念す

ることのないよう、今後とも経済的負担軽減のための方策について検討を行い、

引き続き事業を実施する。また、東日本大震災の教訓等を踏まえ、今後発生が懸

念されている南海トラフ地震や首都直下地震に備えるべく、「私立学校施設防災

機能強化集中支援プラン」により、私立学校施設の耐震化の一層の促進を図る。 

（達成目標３） 

大学が質の高い教育を継続的に実施するために、引き続き学校法人運営調査等

を通じ、経営改善のための取組や積極的な財務情報の公開の取組を促進する。最

新年度の集計中データも集まり次第、分析を行う。また、「寄附促進アクション

プラン」を積極的に推進することで、各種の寄附金に係る制度の周知・定着を更

に図り、寄附金比率向上を目指すなど、学校法人の確固とした財政基盤の確立を

一層図っていく。平成26年度税制改正要望において、多元的な資金調達の促進に

向けて、「学校法人への個人寄附に係る税額控除の要件の見直し」等を要望して

おり、学校法人の寄附税制の拡充等を行う。 

（達成目標４） 

東日本大震災により被災した地域を含む全国において、安全安心な教育環境の

整備を行うために耐震化を促進するとともに、被災した学校法人に対する経営支

援を行うなど、引き続き、被災した私立学校や学生等に対して、安定的・継続的

な教育環境が確保されるよう重点的な支援を行っていく。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

＜施策全体＞ 

平成26年度概算要求額：5,945.89億円（平成26年度予算額：5,503.33億円） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜新規要求・拡充事業（同額も含む）＞          

（達成目標１，２） 

・私立大学等経常費補助〔復興特会含む〕 

  平成26年度概算要求額：3,375.85億円（平成26年度予算額：3,231.32億円） 

（うち復興特会（復興庁）46.01億円（47.33億円）） 

・私立学校教育研究装置等施設整備費補助〔復興特会含む〕 

  平成26年度概算要求額： 302.13億円（平成26年度予算額：99.49億円） 

（うち復興特会（復興庁）86.82億円（36．21億円）） 

 

○機構・定員への反映 

（達成目標３） 

・大学等設置に係る寄附行為(変更)認可後の財政状況及び施設等整備状況調査

(アフターケア)体制の強化に伴い、専門官１名を定員要求する。 

（専門官１名を措置） 

                                    

○制度改正 

・著しく重大な問題を抱える学校法人への対応について、制度上の課題及び今後

の対応の在り方を整理し、大学設置・学校法人審議会学校法人分科会において

「解散命令等に係る課題を踏まえた今後の対応の在り方について」（平成２５

年８月）を報告書として取りまとめた。 

・運営が極めて不適切な学校法人に対して所轄庁が適切に対応する仕組みを設け

るべく私立学校法の一部を改正する法律案を第１８６回国会に提出した。 

・平成26年度税制改正において、学校法人への個人寄附に係る税額控除の要件の

見直し等を要望した。（寄附税制について長期検討課題とされた。） 

・一般にわかりやすく、かつ的確に財政及び経営の状況を把握できるものとなる

よう、学校法人会計基準を改正（平成２５年４月）した。 

                                    

 



 

政策目標7 科学技術・学術政策の総合的な推進 

科学技術と社会との調和に配慮し、国民、地域、国際等の視点に立ち、科学技術・学術政策

を総合的に推進する。 

施策目標7－1 科学技術関係人材の育成及び科学技術に関する国民意識の醸成 

【主管課：科学技術・学術政策局人材政策課】 

【関係課：初等中等教育局教育課程課、科学技術・学術政策局産業連携・地域支援課、研究振興

局振興企画課】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：引き続き推進】 

（達成目標１） 

・SSHにおいて平成25年度から開始した、地域の中核拠点形成や継続的な海外連携

などの科学技術人材育成に係る重点的な取組をＳＳＨ本体と一体的な事業とし

て推進するためにSSH指定校に対して追加の支援を行う「科学技術人材育成重点

枠」を、平成26年度以降も着実に実施する。また、SSHを含めた高等学校段階の

科学技術分野の次世代人材育成を高度化するため、平成26年度概算要求におい

て、大学を中心とした国際的科学技術人材育成プログラムの開発・実施、課題探

究型の理数教育の実践の支援のための予算を新たに要求している。 

・サイエンス・インカレの認知度の向上や応募数の増加、ひいては発表水準の向上

を図り、切磋琢磨の場としてより高い価値を持つイベントとし、これにより、創

造性豊かな科学技術関係人材を効果的に育成するため、平成26年度概算要求にお

いて、シンポジウムを開催するための費用を新たに要求している。 

 

（達成目標２） 

・平成25年度より女性研究者研究活動支援事業において、支援活動を更に推進し普

及する観点から、共同研究を行っている企業等他機関や地域と連携し、取組を広

げる拠点型を新設した。引き続き、関係者の意識改革や周知・普及に関する取組

を行っていく。 

・大学等でコンソーシアムを形成し、企業等とも連携して人材の流動性を高めつつ、

キャリアアップを図る仕組みの構築等、若手研究者等の多様な人材の育成支援を

図り、若手研究者等が能力を最大限発揮できる環境整備のために必要な予算等を

要求する。 

・労働契約法の若手研究者のキャリア形成に対する影響を懸念する指摘もあること

から、研究現場の実態を踏まえ、研究者等のキャリアパス、大学における人事労

務管理の在り方など労働契約法をめぐる課題について関係省が連携して直ちに

検討を開始し、１年をめどに可能な限り早急に結論を得て、必要な措置を講ずる。 

・技術士制度を多様化する社会ニーズに対応させるため、制度の在り方についての

検討を含め、その充実に引き続き取り組む。 

 

（達成目標３） 

・科学技術週間の推進や科学技術リテラシーの向上を目的とした資料の作成などを



通じ、引き続き「科学技術」について国民が意識し、考える機会を提供するとと

もに、科学技術イノベーション政策を国民の信頼と支持の下に進めるため、多様

な科学技術コミュニケーション活動を活性化させるよう努める。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

＜施策全体＞ 

平成26年度概算要求額：181.92億円（平成26年度予算額：109.54億円） 

＜新規要求・拡充事業（同額も含む）＞          

（達成目標１） 

・理数学生育成プログラム（サイエンス・インカレ） 

平成26年度概算要求額：0.67億円（平成26年度予算額：0.64億円） 

 

（達成目標２） 

・科学技術人材育成のコンソーシアムの構築（新規） 

平成26年度概算要求額：27億円（平成26年度予算額：10.27億円） 

・PBLを中心としたイノベーション創出人材の育成（新規） 

平成26年度概算要求額：20億円（平成26年度予算額：9.07億円） 

・テニュアトラック普及・定着事業 

平成26年度概算要求額：60.8億円（平成26年度予算額：34.19億円） 

・女性研究者研究活動支援事業 

平成26年度概算要求額：12.85億円（平成26年度予算額：9.84億円） 

○制度改正 

「研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び研究開発等の

効率的推進等に関する法律及び大学の教員等の任期に関する法律の一部を改正す

る法律」において、研究開発法人や大学等の研究者等を対象として、無期転換申込

権発生までの期間を10年に延長する等の労働契約法の特例規定を措置（改正法は平

成25年12月13日公布、労働契約法の特例に関する規定については平成26年4月1日施

行）し、関係機関等に対して通知や説明会等を通じて制度の趣旨・内容を周知した。 

 

 

 



 

施策目標7－4 科学技術の国際活動の戦略的推進 

【主管課：科学技術・学術政策局科学技術・学術戦略官（国際担当）】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：引き続き推進】 

（達成目標１） 

海外からの優れた研究者の受入れを強化し、国際交流を推進するための支援等を

着実に実施していく。このうち、「頭脳循環を加速する若手研究者戦略的海外派遣

事業」については、新たに世界トップレベルの研究グループに所属する外国人研究

者の受入れを行う「頭脳循環を加速する戦略的国際研究ネットワーク推進事業」と

して、①対象とする研究グループの重点化と優位な研究領域の特定、②交流相手と

なる世界トップレベルの研究グループの絞り込み、③双方向のネットワークの形成

強化・流動性の促進を図る。 

 

（達成目標２） 

我が国の研究者の海外派遣を強化し、国際交流を推進するための支援等を着実に

実施していく。このうち「頭脳循環を加速する若手研究者戦略的海外派遣事業」に

ついては、「頭脳循環を加速する戦略的国際研究ネットワーク推進事業」として、

①対象とする研究グループの重点化と優位な研究領域の特定、②交流相手となる世

界トップレベルの研究グループの絞り込み、③双方向のネットワークの形成強化・

流動性の促進を図る。 

 

（達成目標３） 

引き続き、先進国から途上国まで多様で重層的な協力関係の構築を行い、科学・

技術外交を戦略的に推進するための施策を着実に実施していく。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

＜施策全体＞ 

平成 26 年度概算要求額：23.15 億円（平成 26 年度予算額：22.99 億円） 

＜新規要求・拡充事業（同額も含む）＞          

・頭脳循環を加速する戦略的国際研究ネットワーク推進事業 

平成26年度概算要求額：20.62億円（平成26年度予算額：20.3億円） 

 

○有識者会議での指摘事項への対応 

ポスドク・助教等の職位にある研究者の派遣・受入数を、参考指標として設定

した。                                  



 

政策目標9 基礎研究の充実及び研究の推進のための環境整備 

学術研究の振興や優れた研究成果の創出･活用の促進を図るとともに、科学技術振興のため

の基盤を強化する。 

施策目標 9－2 科学技術振興のための基盤の強化 

【主管課：科学技術・学術政策局研究開発基盤課】 

【関係課：研究振興局ライフサイエンス課、参事官（情報担当）、科学技術・学術政策局研究開

発基盤課量子放射線研究推進室】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：引き続き推進】 

（達成目標１） 

・先端計測分析技術・機器の開発に関して、要素技術、機器開発、実証実用化、

研究開発成果の活用・普及促進のフェーズを設け、産学連携による研究開発を

推進するとともに、ユーザーや研究開発プロジェクトと連携したターゲット指

向型の技術・機器・システム開発の取組を一層強化する。また、開発成果の活

用、普及を更に進めるため、展示会等への開発成果の展示、研究者等ユーザー

へのアピールのため、公開シンポジウムの開催を行う。 

（達成目標２） 

・若手の研究者の研究環境の充実に資するよう、先端的な研究施設・設備の共用

を推進するとともに、施設間のネットワーク化を図るなど産業界をはじめ多様

なニーズに効果的に対応する体制を構築するなど、研究開発投資の効率化及び

イノベーションにつながる成果の創出に向けた取組を一層推進する。 

（達成目標３） 

・引き続きライフサイエンスに係る研究の推進のための基盤及び研究成果の実用

化に向けた拠点の整備や強化を着実に進展するよう努める。また、その外部提

供や基盤を活用した研究支援活動もより一層推進していく。 

（達成目標４） 

・スーパーコンピュータ「京」を中核とし、多様なユーザーニーズに応える革新

的な計算環境を実現する革新的ハイパフォーマンス・コンピューティング・イ

ンフラ（HPCI）の利用を一層推進する。また、2020年頃までに「京」の約100

倍の計算性能を有するエクサスケールのスーパーコンピュータの開発を目指

し、施策を進める。 

（達成目標５） 

・SACLAについては、平成24年3月の共用開始後、「特定先端大型研究施設の共用

の促進に関する法律」に基づき着実な共用・利用促進及び研究環境の充実に努

めるとともに、利用者の裾野の拡大を目指し取組を推進する。 

（達成目標６） 

・SPring-8については、引き続き「特定先端大型研究施設の共用の促進に関する

法律」に基づき着実に共用を実施するとともに、一層の利用促進に努める。ま

た、施設全体の運転停止に直結しかねない大型機器を着実に更新するよう整備

計画に基づいて適切に予算要求し、老朽化対策を実施する。高度化については



 

 

 

 

 

 

 

設置者とユーザーコミュニティを交えた三者で協議しつつ、国内外の放射光施

設整備状況を勘案したうえで、計画立案を進める。 

（達成目標７） 

・J-PARCについては、引き続き「特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法

律」に基づき着実な共用・利用促進及び研究環境の充実に努めるとともに、研

究者養成・若手人材育成や情報発信・広報活動等を推進する。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

＜施策全体＞ 

平成26年度概算要求額：633.5億円（平成26年度予算額：555.76億円） 

＜新規要求・拡充事業（同額も含む）＞          

・独立行政法人科学技術振興機構運営費交付金に必要な経費 

平成26年度概算要求額：1,454.29億円（平成26年度予算額：1,198.96億円） 

・先端研究基盤共用・プラットフォーム形成事業 

平成26年度概算要求額：15.63億円（平成26年度予算額：13.65億円） 

・革新的ハイパフォーマンス・コンピューティング・インフラ（HPCI）の構築 

平成26年度概算要求額：157.5億円（平成26年度予算額：150,52億円） 

・エクサスケール・スーパーコンピュータ開発プロジェクト（仮称）（新規） 

平成26年度概算要求額：30億円（平成26年度予算額：12.06億円） 

・Ｘ線自由電子レーザー施設（SACLA）の共用 

平成26年度概算要求額：6,734百万円（平成26年度予算額：6,576百万円） 

・大型放射光施設（Spring-8）の共用 

平成26年度概算要求額：98.76億円（平成26年度予算額：88.22億円） 

・大強度陽子加速器施設（J-PARC）の整備・共用 

平成26年度概算要求額：123.1億円（平成26年度予算額：106.97億円）  

                                    

○有識者会議での指摘事項への対応 

・引き続き、産学官の研究者への先端的な研究施設・設備の共用を推進するとと

もに、施設間のネットワーク化を図り、産業界をはじめ多様なニーズに効果的

に対応する体制を構築する。 

・「京」をもってしても解決困難な社会的・科学的課題の解決に貢献するため、

2020年までに「京」の100倍の計算性能を有するエクサスケール・スーパーコ

ンピュータの実現を目指し、平成26年度から開発に着手する。                                   



 

政策目標10 科学技術の戦略的重点化 

国家的・社会的課題に対応する研究開発の重点化した推進と新興・融合領域への先見性、

機動性をもった対応を実現する。 

施策目標 10－2 情報通信分野の研究開発の重点的推進 

【主管課：研究振興局参事官（情報担当）】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：引き続き推進】 

（達成目標１） 

世界最先端の実用的なシミュレーションソフトウェアを開発し、民間企業にお

いて車体やファン等の設計時に利用され、また、開発したソフトウェアは公開さ

れ既に多くの利活用が図られるなど、成果を上げており、当初の目的を達成した

ため、平成24年度をもって終了した。 

ソフトウェアの研究開発は情報科学技術分野において重要な位置付けであるこ

とから、平成25年度以降は達成目標（３）において、関連した取組として、情報

システムを支える革新的技術開発・実用化を実施し、事業推進のために必要な予

算要求を行い、事業を着実に推進していく。 

（達成目標２） 

多様な社会分析ニーズに応じることを目指しＷｅｂ情報の解析を行うための

要素技術を開発し、企業との実証実験等を通して社会分析が可能であることを示

すなど、成果を上げており、当初の目的を達成したため、平成24年度をもって終

了した。 

Ｗｅｂ情報を含む多種多様で大量なデータ（ビッグデータ）の効率的な利活用

を可能とする基盤技術の研究開発については、世界のデジタルデータ量が2020年

には2010年比35倍になると見込まれる中、そのような膨大なデータを利活用する

ことが課題となっており、日本再興戦略、科学技術イノベーション総合戦略、新

たなIT戦略等の政府方針において、強力に推進すべき施策として位置付けられて

いる。文部科学省としても、産学官連携及び各省の役割分担の下にあるべき未来

社会の実現に向けて、必要な技術の実用化も見据えて研究開発を進めるため、評

価結果も踏まえて、平成25年度から新規達成目標を設定し、ビッグデータを利活

用するためのシステムの研究開発やビッグデータ利活用のための人材育成ネッ

トワーク形成等の取組について、事業を着実に推進していくとともに、事業推進

のために必要な予算要求を行う。 

（達成目標３） 

「社会システム・サービスの最適化のためのＩＴ統合システムの構築」につい

ては、評価結果を踏まえ、課題達成型IT統合システムの構築に向けてプロジェク

トに参画している4機関の連携を更に強化し、産学官連携も図りつつ、引き続き

着実な事業実施に取り組むとともに、必要な予算を要求する。 

「イノベーション創出を支える情報基盤強化のための新技術開発」について

は、情報基盤の耐災害性強化、超低消費電力化、高機能化等、被災した東北地方

の復興への貢献のための新技術開発に向け、評価結果を踏まえて、実用化を視野

にいれた産学官の連携をより密にした事業の実施に取組つつ、適切な予算要求を

する。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

＜施策全体＞ 

平成26年度概算要求額：16.76億円（平成26年度予算額：5.49億円） 

＜新規要求・拡充事業（同額も含む）＞          

（達成目標２．３） 

・未来社会実現のためのICT基盤技術の研究開発 

平成26年度概算要求額：16.76億円（平成26年度予算額：5.49億円） 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○機構・定員への反映 

（達成目標２．３） 

・ビッグデータを利活用するための基盤技術の確立等のための体制強化に伴い専

門官を1 名要求（専門官１名を措置） 



施策目標10－6  宇宙・航空分野の研究・開発・利用の推進 

【主管課：研究開発局宇宙開発利用課】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：改善・見直し】 

（達成目標１） 

平成24年度は、準天頂衛星の衛星技術基盤の確立、超高速インターネット衛星「き

ずな」を用いた国や地方自治体等との連携による実証実験、宇宙利用促進調整委託

費による人材育成等の取組を実施した。今後は、ユーザと連携して防災分野を中心

とした利用技術の実証実験等を行うとともに、超高速インターネット衛星（WINDS）

については民間と連携して新たな利用を開拓することにより、将来の利用ニーズの

把握に努める必要がある。また、宇宙利用促進調整委託費による内局事業により大

学や研究機関における人材育成等の取組を実施し、宇宙開発利用の裾野拡大のため

の取組を行う必要がある。特に平成26年度については、防災・減災に資するために

開発すべき衛星技術を明らかにするため、技術試験衛星Ⅷ型（ETS-Ⅷ）や超高速イ

ンターネット衛星（WINDS)を用いて技術課題の検証を行う。また、委託費による内

局事業については、これまでの方向性を引き継ぎつつ、様々な分野において、宇宙

航空科学技術の新たな利用方法を開発し、将来の国民社会へ活用し得る技術への到

達、国内外の様々な宇宙航空開発利用の場において今後活躍が期待される宇宙航空

人材の育成等を主眼として取り組む。なお、行政レビューシートにおいて指摘を受

けた不用については、内閣府設置法等の一部改正（平成24年7月12日施行）による文

部科学省の所掌変更に伴う平成24年度公募に係る募集要項の見直しや予算執行の抑

制等による事業実施期間の短縮が主な要因と考えられ、当要因は毎年度発生するも

のでなく、その影響は平成25年度以降に波及するものではない。 

 

（達成目標２） 

広義の安全保障を含めた宇宙利用の拡大及び我が国が自律的に宇宙活動を行う能

力を維持・発展させ、国際競争力を強化するため、平成25年度におけるH-ⅡA/Bロケ

ット及びイプシロンロケット試験機の着実な打上げ成功を達成することを目標とす

る。また、新型基幹ロケット開発への着手、基幹ロケット高度化等の取組を実施。

特に、新型基幹ロケット開発については、ＪＡＸＡが民間企業の総力を結集して技

術開発プロジェクト全体の統括を適切に行えるよう、政策的な位置付けを判断する

とともに、開発体制や開発費を含めたシステム全体についての在り方の検討及び開

発の推進体制の強化が早急に必要となる。 

 

（達成目標３及び４） 

人類の知的資産の蓄積、活動領域の拡大等の多くの可能性を秘めた宇宙分野にお

けるフロンティアの開拓や、宇宙先進国として我が国の宇宙開発利用を維持発展さ

せるため、国際協働の枠組みの中で、国家戦略として実施する意義等について、外

交･安全保障、産業競争力の強化、科学技術水準等の向上等の様々な観点から検討し

取り組む。特に、平成26年度は小惑星探査機「はやぶさ２」やＸ線天文衛星「ASTRO-H」

等の開発、国際宇宙ステーション日本実験棟「きぼう」の運用・研究等を実施する。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

（達成目標５～７） 

平成25年1月に新たに決定された宇宙基本計画に基づき、「安全保障・防災」「産業

振興」「宇宙科学等のフロンティア」等を支える技術基盤の強化、人材育成等に取り

組むことにより、宇宙開発利用を促進する。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

＜施策全体＞ 

平成26年度概算要求額：1,699.75億円（平成26年度予算額：1,463.26億円） 

＜新規要求・拡充事業（同額も含む）＞（主なもの） 

（達成目標２） 

・新型基幹ロケット（新規） 

平成26年度概算要求額：70億円（平成26年度予算額：70億円） 

・超低高度衛星技術試験機（新規） 

平成26年度概算要求額：10.9億円（平成26年度予算額：5.69億円） 

（達成目標３） 

・「はやぶさ２」 

平成26年度概算要求額：125.64億円（平成26年度予算額：125.64億円） 

・Ｘ線天文衛星（ASTRO-H） 

平成26年度概算要求額：95.35億円（平成26年度予算額：95.35億円） 

 

＜廃止・縮小事業＞（主なもの） 

（達成目標４） 

・国際宇宙ステーション「きぼう」の運用等 

平成26年度概算要求額：129.82億円（平成26年度予算額：324．86億円） 

 

○機構・定員への反映 

（達成目標２） 

・新型基幹ロケット等の宇宙輸送の推進体制強化に係長を１名要求 

（宇宙輸送係１名を措置） 

 

                               

 



 

施策目標10－8 新興・融合領域の研究開発の推進  

【主管課：研究振興局基礎研究振興課】 

【関係課：科学技術・学術政策局研究開発基盤課量子放射線研究推進室】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：引き続き推進】 

（達成目標１及び２）  

「最先端の光の創成を目指したネットワーク研究拠点プログラム」は引き続き推進

するとともに、光科学技術と量子ビーム技術の融合・連携と先導的利用研究による

成果の創出を図るべく、平成25年度より「光・量子融合連携研究開発プログラム」

を開始し、新たな基盤技術の開発によるイノベーション創出に貢献するとともに、

広く光・量子ビーム技術を活用できる人材を育成していく。 

 

（達成目標３） 

「数学・数理科学と諸科学・産業との協働によるイノベーション創出のための研究

促進プログラム」では、諸科学・産業側が気付きにくい課題を発掘するため、数学・

数理科学分野の幅広い研究者が集まり、自由に討議する研究集会を行った。今後は、

これに加えて、発掘された課題に対する数理的手法の提示や共同研究までを視野に、

課題に関連した数学・数理科学の研究者を集め、一定の期間集中的に討議する研究

集会（スタディグループ形式）を取り入れることを検討するなど、評価結果を踏ま

えて着実に事業を推進していく。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

＜施策全体＞ 

平成26年度概算要求額：16.45億円（平成26年度予算額：14.98億円） 

＜新規要求・拡充事業（同額も含む）＞          

（達成目標１．２） 

・光・量子科学研究拠点形成に向けた基盤技術開発  

平成26年度概算要求額 15.84億万円（平成26年度予算額：14.44億円） 

（達成目標３） 

・数学・数理科学と諸科学・産業との協働によるイノベーション創出のための研究

促進プログラム 

平成26年度概算要求額：0.48億円（平成26年度予算額：0.42億円） 

 

 



 

 

施策目標10－9 安全・安心な社会の構築に資する科学技術の推進  

【主管課：科学技術・学術政策局人材政策課】 

【関係課：科学技術・学術政策局政策課資源室、研究開発局地震・防災研究課】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：改善・見直し】 

（達成目標１） 

大規模な自然災害に対する防災力の向上に貢献するため、将来甚大な被害を及ぼ

し得る南海トラフの地震や首都直下地震、調査が未了域となっている日本海側の地

域を対象に、地震発生メカニズム解明のための調査研究や、地震・津波のシミュレ

ーション研究等を実施するとともに、研究者、自治体等が集まり、研究成果を普及

するため地域研究会を開催するなど、防災・減災対策に資する調査研究を重点的に

実施する。また、地震本部で実施する地震の長期予測（長期評価）に必要となる調

査観測データを収集するための、海陸の活断層を対象とした調査観測等を実施する。 

 

（達成目標２） 

安全・安心な社会の実現のための課題解決に向け、バイオセキュリティ分野につ

いては、バイオテロ対策の先進国である米国との協働のみならず、ここから得られ

た知見の我が国の感染症研究者への展開や、当該知見を基にした人材育成、普及・

広報等を行うことが必要であることから、感染症研究の国際ネットワークの枠組み

の中で推進していくことを検討する。また、食品分野では、現代型食生活に対応し

た食品成分の情報を充実させるとともに、食品成分データベースについては、個々

の利用者のニーズに応じた、より効率的、効果的な改善を検討する。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

＜施策全体＞ 

平成26年度概算要求額：12,135百万円（平成26年度予算額：10,215百万円） 

＜新規要求・拡充事業（同額も含む）＞ 

（達成目標１） 

・地震調査研究推進本部 

  平成26年度概算要求額：1,703百万円（平成26年度予算額：1,542百万円） 

＜廃止・縮小事業＞ 

（達成目標２） 

・安全・安心に関わる知・技術の共有化に必要な経費（廃止） 

 

○機構・定員への反映 

（達成目標１） 

・社会の早期回復力を目指した新たな防災手法開発のための研究体制の強化に伴い、

専門職（社会回復力担当）を１名要求（措置されず） 

 



 

 

 

政策目標11 原子力事故による被害者の救済 

原子力事業者による原子力損害を賠償するための措置が適切に図られるとともに原子力損

害賠償補償契約に基づく補償を速やかに実施することにより、被害者への迅速、公平かつ適

正な救済を図る。 

施策目標 11－1 原子力事業者による原子力損害を賠償するための適切な措置の確保 

【主管課：研究開発局原子力損害賠償対策室】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：引き続き推進】 

・原子力損害賠償紛争審査会において、現地調査及び現地での審査会開催等を通

じ、被害の実態や区域見直し後の状況等を把握し、原子力損害賠償の範囲の判定

等に関する指針に追加的に反映させるべき事項について検討を行う。 

・原子力損害賠償紛争解決センターにおいて、被害者がより迅速に和解の仲介を

受けられるよう、引き続き業務運用の改善や原子力損害賠償紛争解決センターの

体制強化に取り組む。 

 

○予算への反映 

＜施策全体＞ 

平成26年度概算要求額：4,840百万円（平成26年度予算額：4874百万円） 

＜新規要求・拡充事業（同額を含む）＞ 

（達成目標１） 

・原子力損害賠償紛争審査会等 

  平成２６年度概算要求額：4,840百万円（平成26年度予算額：4874百万円） 

 

 

○機構・定員への反映 

・原子力損害賠償業務の着実な実施のための体制強化に伴い、企画官１名、参事

官補佐５名及び調査・事件調整係長１名、調整第１～第３係長各１名、原子力

損害賠償企画係員１名の計１０名を要求。 

（企画官１名、参事官補佐３名、調査・事件調整第１～第３係長各１名の計７名

が措置） 

・原子力損害賠償業務の着実な実施のための体制強化に伴い、参事官１名、企画

官１名、参事官補佐６名、指針係長１名、調査・事件第１～第５係長各１名の

計１４名の時限延長を要求。 

（参事官１名、企画官１名、参事官補佐６名、指針係長１名、調査・事件第１～

第５係長各１名の計１４名の時限が延長された（時限３年）） 

 

 



 

政策目標12 スポーツの振興 

世界共通の人類の文化の一つである、スポーツの振興により、生涯スポーツ社会の実現に向

けて地域におけるスポーツ環境を確保するとともに、わが国の国際競技力を向上させ、子供か

ら大人まで心身ともに健全な明るく豊かで活力のある社会を実現する。 

施策目標12－1 子供の体力の向上 

【主管課：スポーツ・青少年局スポーツ・青少年局参事官】 

【関係課：スポーツ・青少年局スポーツ・青少年企画課】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：改善・見直し】 

（達成目標１） 

地域の実態に即した効果的な取組実施のため、｢全国体力・運動能力、運動習慣

等調査｣により明らかとなった各地域の子供の体力の現状を各教育委員会等に情

報提供するとともにＨＰで公開し、成果を上げている取組事例の周知を図り、授

業改善や子供の体力の向上に向けた施策を促進する。 

・行政事業レビュー（公開プロセス）の結果とともに、政策評価有識者会議にお

ける指摘を踏まえた効果的な幼児期の運動促進の実施のため、地域や教育現場の

ニーズを踏まえ、指導参考資料を作成するなど、事業全体の抜本的な改善を図る。 

（達成目標２） 

学校体育に関する活動の充実に向け、武道等の授業や運動部活動における外部

指導者のより効果的な活用の在り方等の検討を一層推進するとともに、運動部活

動に係る指導が適切な内容かつ方法で行われるよう、指導者に対する研修の充実

を図るなど運動部活動の課題に適切に対処する。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

＜施策全体＞ 

平成26年度概算要求額：1,834百万円（平成26年度予算額：1,134百万円） 

＜新規要求・拡充事業（同額を含む）＞ 

・運動部活動指導の工夫・改善支援事業（新規）         

  平成26年度概算要求額：630百万円（平成26年度予算額：302百万円） 

・幼児期の運動に関する指導参考資料作成事業（新規）      

  平成26年度概算要求額：73百万円（平成26年度予算額：65百万円） 

・武道等指導推進事業 

  平成26年度概算要求：315百万円（平成26年度予算額：192百万円） 

・全国体力・運動能力、運動習慣等調査 

  平成26年度概算要求：305百万円（平成26年度予算額：305百万円） 

・体育活動における課題対策推進事業 

  平成26年度概算要求：122百万円（平成26年度予算額：81百万円） 

＜廃止・縮小事業＞ 

・運動部活動地域連携再構築事業（廃止） 



 

・幼児期の運動促進に関する普及啓発事業（廃止） 

 

○機構・定員への反映 

運動部活動における体罰の根絶及び適切な指導内容・方法での運動部活動の指

導体制の強化のために係長を１名要求（運動部活動推進係長が１名措置） 

 

○事務改善 

国の体育・青少年スポーツ施策の周知及び関係事業の円滑かつ効果的な実施を

図るため、各都道府県・指定都市教育委員会の学校体育担当者等を対象に全国会

議を開催した。                                   

 



 

政策目標12 スポーツの振興 

世界共通の人類の文化の一つである、スポーツの振興により、生涯スポーツ社会の実現に向

けて地域におけるスポーツ環境を確保するとともに、わが国の国際競技力を向上させ、子供か

ら大人まで心身ともに健全な明るく豊かで活力のある社会を実現する。 

施策目標12－3 我が国の国際競技力の向上 

【主管課：スポーツ・青少年局 競技スポーツ課】 

【関係課：スポーツ・青少年局スポーツ振興課、スポーツ・青少年企画課】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：引き続き推進】 

（達成目標１） 

スポーツ基本計画に掲げる「金メダル獲得ランキング5位以上」を達成するため、 

JISSのサポート体制の充実やNTC 中核拠点の一層の高度化に向けた施設整備、競

技別NTC のトレーニング環境の整備、マルチサポート事業の機能・質の向上、高

度化を図るとともに、メダル獲得を目指すことができる選手層を戦略的に厚くす

るための「メダルポテンシャルアスリート育成システム構築事業」の効果的な実

施等に取り組んでいく。 

（達成目標２） 

引き続き、教育・研修、普及啓発や情報提供体制の充実、検査技術の研究開発

の推進等を通じてドーピング防止活動を充実させる。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

＜施策全体＞ 

平成26年度概算要求額：39,665百万円（平成26年度予算額：16,469百万円） 

＜新規要求・拡充事業（同額を含む）＞ 

（達成目標１） 

・２０２０スポーツ戦略プラン（新規） 

  平成26年度概算要求額：2,652百万円（平成26年度予算額：2,514百万円） 

・メダル獲得に向けたマルチサポート戦略事業（新規） 

  平成26年度概算要求額：2,912百万円（平成26年度予算額：2,834百万円） 

・競技団体のガバナンス強化支援事業（新規） 

平成26年度概算要求額：75百万円（平成26年度予算額：4百万円） 

・女性アスリートの育成・支援プロジェクト 

  平成26年度概算要求額：467百万円（平成26年度予算額：413百万円） 

・トップアスリートの強化・研究活動拠点の機能強化に向けた調査研究 

  平成26年度概算要求額：22百万円（平成26年度予算額：22百万円） 

・次世代アスリート特別強化推進事業 

  平成26年度概算要求額：394百万円（平成26年度予算額：394百万円） 

・競技者・指導者等のスポーツキャリア形成支援事業 

  平成26年度概算要求額：114百万円（平成26年度予算額：72百万円） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ナショナルトレーニングセンター競技別強化拠点施設活用事業 

  平成26年度概算要求額：660百万円（平成26年度予算額：659百万円） 

・競技力向上支援体制の充実 

平成26年度概算要求額：18百万円（平成26年度予算額：17百万円） 

・国民体育大会開催事業 

平成26年度概算要求額：412百万円（平成26年度予算額：412百万円） 

・日本オリンピック委員会補助 

平成26年度概算要求額：2,643百万円（平成26年度予算額：2,593百万円） 

（達成目標２） 

・ドーピング防止活動推進事業：211百万円（平成26年度予算額：211百万円） 

 

○機構・定員への反映 

・２０２０東京オリンピック・パラリンピック競技大会開催に係る体制強化に伴

い、２０２０東京オリンピック・パラリンピック競技大会準備室長１名を機構

要求。 

室長補佐１名・オリンピック・パラリンピック準備係２名・専門官１名を定

員要求。（全て措置） 

・パラリンピック競技大会等に向けた国際競技力向上のための体制強化に伴い、

専門官1名及び支援第二係長1名を定員要求する。（全て措置） 

                                    



政策目標13 文化による心豊かな社会の実現 

優れた芸術文化の振興を図るとともに、我が国固有の伝統文化を継承・発展させることに

より、文化による心豊かな社会を実現する。 

施策目標13－1 芸術文化の振興 

【主管課：文化庁文化部芸術文化課】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：引き続き推進】 

（達成目標１） 

トップレベルの舞台芸術創造事業については、平成25年度以降は、目標の達成

に向けて年間事業支援型採択団体数の拡充に努める。また、トップレベルの芸術

団体が行う創造発信活動への支援については、事業の成果の一層の向上を図るた

め、今後、助成事業の成果や課題を調査分析し、助成事業の改善につなげるため

現在試行的に導入している「日本版アーツカウンシルの試行的導入」事業の成果

を検証しながら事業を展開する。なお、「日本版アーツカウンシルの試行的導入」

事業については、独立行政法人日本芸術文化振興会において試行が行われてお

り、これまでも必要に応じて独立行政法人日本芸術文化振興会から文化審議会文

化政策部会へ報告を行っているところであるが、今後、試行の結果を踏まえて検

証を行う。 

（達成目標２） 

新進芸術家海外研修制度については、質の高い応募者を増やし、目標の人数を

派遣するため、事業の改善等を図る。具体的には、過去の派遣者等の現在の活躍

状況や本制度に対する改善意見等を踏まえ、平成２５年度において、現地での活

動に係る制約の柔軟化、一時帰国に係る条件の緩和等を図る予定である。 

（達成目標３） 

次代を担う子供の文化芸術体験事業については、今後とも水準の維持に努めな

がら、義務教育期間中に子供たちが文化芸術に触れる機会を２回提供できるよ

う、予算の確保とともに事業のより効率的な執行を図る。 

（達成目標４） 

劇場・音楽堂等活性化事業については、「劇場、音楽堂等の活性化に関する法

律」（平成24年法律第49号）及び「劇場、音楽堂等の事業の活性化のための取組

に関する指針」（平成25年文部科学省告示第60号）を踏まえ、全国のより多くの

劇場、音楽堂等が積極的に実演芸術の公演等の鑑賞機会を設け、国民に対し広く

実演芸術に親しむ機会を広く提供することができるよう、事業の更なる充実・改

善を図る。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

＜施策全体＞ 

平成26年度概算要求額：49,410百万円（平成26年度予算額：41,429百万円） 

 

＜新規要求・拡充事業（同額を含む）＞ 



 

（達成目標１、３、４） 

・文化芸術による子供の育成事業（新規） 

平成26年度概算要求額：6,261百万円（平成26年度予算額：5,102百万円） 

・子供を対象とした支援プログラムの創設 

①劇場・音楽堂等活性化事業（劇場法の推進） 

平成26年度概算要求額：490百万円（平成26年度予算額：0百万円） 

  ②地域発・文化芸術創造発信イニシアチブ 

平成26年度概算要求額：500百万円（平成26年度予算額：0百万円） 

・劇場・音楽堂等活性化事業 

平成26年度概算要求額：3,744百万円（平成26年度予算額：3,003百万円） 

・戦略的芸術文化創造推進事業（新規） 

平成26年度概算要求額：954百万円（平成26年度予算額：366百万円） 

 

○機構・定員への反映 

現代アート等に対する支援体制の強化のために、係長及び係員を1名ずつ要求 

（措置されず） 

                                    



 

施策目標13－4  文化芸術振興のための基盤の充実 

【主管課：文化庁長官官房政策課】 

【関係課：文化庁長官官房国際課、著作権課、文化部国語課、宗務課】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：改善・見直し】 

（達成目標１） 

審議会における進捗状況の点検結果や委託調査研究の成果を、今後の文化行政

の企画・立案等に一層取り入れていくための方策を考えていく。 

（達成目標２） 

引き続き、対象別各種講習会を実施し、著作権制度の普及・啓発を行っていく

が、参加者が満足の得られるような講習会の中身の充実に努めていく。 

（達成目標３） 

我が国の著作物を適切に保護するための条件整備を図るため、権利者の意見も

踏まえて、これまで中国・韓国等を対象としていた二国間協議について東南アジ

アを中心に対象国を拡大するとともに、中国を中心に実施してきたトレーニング

セミナー、平成24年度から開始したグローバルな著作権侵害への対応、平成25年

度からの新規事業である侵害発生国・地域における著作権普及啓発の各事業につ

いても東南アジアを対象国としつつ、より一層効果的な侵害対策事業を実施す

る。 

（達成目標４） 

引き続き、国語の改善及びその普及と外国人に対する日本語教育の充実を進め

るための取組を行うとともに、平成24年度の文化審議会国語分科会の審議の結果

を踏まえて、施策を着実に実施する。 

（達成目標５） 

引き続き、宗教法人実務研修会について、受講者の理解度向上を図るため、参

加者からの要望や評価企画会議での検討を生かして内容の充実を図り、一層の宗

教法人実務の啓発に努めていく。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

＜施策全体＞ 

平成26年度概算要求額：1,034百万円（平成26年度予算額：861百万円） 

＜新規要求・拡充事業（同額を含む）＞ 

・著作権行政の充実                         

平成26年度概算要求額：27百万円（平成26年度予算額：32百万円）   

・著作権施策の推進                          

平成26年度概算要求額：188百万円（平成26年度予算額：193百万円）   

・国語施策の充実  

  平成26年度概算要求額：58百万円（平成26年度予算額：48百万円） 

・外国人に対する日本語教育の推進 

  平成26年度概算要求額：335百万円（平成26年度予算額：212百万円） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜廃止・縮小事業＞ 

・文化政策企画立案 

平成26年度概算要求額：35百万円（平成26年度予算額：11百万円） 

・宗務行政の推進 

平成26年度概算要求額：43百万円（平成26年度予算額：40百万円） 

 

○機構・定員への反映 

・著作権等の二国間・複数国間の各種協定等に対する体制強化のために、国際協

定専門官を1名、渉外企画係員を1 名要求。（専門官及び係員が1名ずつ、計2

名措置） 

・消滅の危機にある言語・方言の効果的な保存・継承の推進体制の強化のため、

専門官を１名要求（４年時限）（措置されず） 

 



政策目標14 豊かな国際社会の構築に資する国際交流・協力の推進 

人作りなどに資する国際交流・協力の推進を通じて豊かな国際社会の構築の一翼を担う。 

施策目標14－2 国際協力の推進 

【主管課：大臣官房国際課】 

評価結果 

の政策への

反映状況 

 

【評価結果を踏まえた反映方針：改善・見直し】 

（達成目標１） 

・「国際協力推進会議」で設置が提案された「国際教育協力に関する関係省庁連

絡会議」において、アフリカの若者に日本の大学への留学と日本企業でのイン

ターンの機会を提供する構想等、各省庁が連携する国際教育協力の具体的な実

施方策について検討する。 

・平成26年度概算要求において、事業成果を考慮した上で、積算単価を再検証す 

るなど、経費削減に努める。 

（達成目標２） 

引き続き、OECDや国連大学が実施する事業への参加・協力を通じ、国際比較が

可能な事業形成や国際的な人材育成等に貢献する。 

ESDの推進拠点となるユネスコスクールの数の増加のための取組を引き続き推進

していくとともに、その質の向上を図っていく。また、平成２６年１１月に日本

で開催されるESDに関するユネスコ世界会議に向け、関係省庁で緊密に連携し、

円滑に準備等を進めていく。 

 

【具体的な反映内容】 

○予算への反映 

＜施策全体＞ 

平成26年度概算要求額：882百万円（平成26年度予算額：878百万円） 

＜新規要求・拡充事業（同額を含む）＞ 

（達成目標２） 

・OECD/CERI分担金 

平成26年度概算要求額：57百万円（平成26年度予算額：68百万円） 

・日本・OECD 事業協力信託基金拠出金 

平成26年度概算要求額：83百万円（平成26年度予算額：99百万円） 

・日本・国際連合大学共同研究事業拠出金 

平成26年度概算要求額：169百万円（平成26年度予算額：169百万円） 

・国際機関における事業への参加 

平成26年度概算要求額：11百万円（平成26年度予算額：11百万円） 

・グローバル人材の育成に向けたＥＳＤの推進（新規） 

  平成26年度概算要求額：69百万円（平成26年度予算額：39百万円） 

＜廃止・縮小事業＞ 

（達成目標１） 

・東アジア共同体形成に向けた国際教育協力推進体制の整備 

平成26年度概算要求額：12百万円（平成26年度予算額：12百万円） 



２．研究開発の事前評価結果の政策への反映状況 

 

 

 

 

 

 

 

事業名【1】エクサスケール・スーパーコンピュータ開発プロジェクト 

【主管課：研究振興局参事官（情報担当）】 

【関係課：】 

評価結果の 

政策への反映状況 

 

【政策への反映】 

○予算への反映 

評価結果を踏まえ、平成26年度予算概算要求を行った。 

平成 26 年度要求額:3,000 百万円 

平成 26 年度予算額:1,206 百万円 

事業名【2】創薬等ライフサイエンス研究支援基盤事業 

【主管課：研究振興局ライフサイエンス課】 

【関係課：】 

評価結果の 

政策への反映状況 

 

【政策への反映】 

○予算への反映 

評価結果を踏まえ、平成26年度予算概算要求を行った。 

平成26年度要求額:3,893 百万円 

平成26年度予算額:3,893百万円 

事業名【3】橋渡し研究加速ネットワークプログラム 

【主管課：研究振興局ライフサイエンス課】 

【関係課：】 

評価結果の 

政策への反映状況 

 

【政策への反映】 

○予算への反映 

評価結果を踏まえ、平成26年度予算概算要求を行った。 

平成26年度要求額: 8,767 百万円 

平成26年度予算額: 6,512 百万円 

事業名【4】革新的バイオ医薬品創出基盤技術開発 

【主管課：研究振興局ライフサイエンス課】 

【関係課：】 

評価結果の 

政策への反映状況 

 

【政策への反映】 

○予算への反映 

評価結果を踏まえ、平成26年度予算概算要求を行った。 

平成26年度要求額: 1,500 百万円 

平成26年度予算額: 1,100百万円 



 

 

 

 

 

 

 

 

事業名【5】脳科学研究戦略推進プログラム・脳機能ネットワークの全容解明プロジェクト 

【主管課：研究振興局ライフサイエンス課】 

【関係課：】 

評価結果の 

政策への反映状況 

 

【政策への反映】 

○予算への反映 

評価結果を踏まえ、平成26年度予算概算要求を行った。 

平成 26 年度要求額:7,988 百万円 

平成 26 年度予算額:5,483 百万円 

事業名【6】オーダーメイド医療の実現プログラム 

【主管課：研究振興局研究振興戦略官付】 

【関係課：】 

評価結果の 

政策への反映状況 

 

【政策への反映】 

○予算への反映 

評価結果を踏まえ、平成26年度予算概算要求を行った。 

平成 26 年度要求額:3,187 百万円 

平成 26 年度予算額:1,830 百万円 

事業名【7】次世代がん研究戦略推進プロジェクト 

【主管課：研究振興局研究振興戦略官付】 

【関係課：】 

評価結果の 

政策への反映状況 

 

【政策への反映】 

○予算への反映 

評価結果を踏まえ、平成26年度予算概算要求を行った。 

平成 26 年度要求額:9,529 百万円 

平成 26 年度予算額:5,929 百万円 

事業名【8】未来社会実現のための ICT 基盤技術の研究開発 

【主管課：研究振興参事官（情報担当）】 

【関係課：】 

評価結果の 

政策への反映状況 

 

【政策への反映】 

○予算への反映 

評価結果を踏まえ、平成26年度予算概算要求を行った。 

平成 26 年度要求額: 1,676 百万円 

平成 26 年度予算額: 549 百万円 



 

 

３．規制の事前評価の反映状況 

 

 

４．租税特別措置の事前評価の反映状況 

 

 

 

事業名【9】廃止措置等基盤研究・人材育成プログラム委託費 

【主管課：研究開発局原子力課】 

【関係課：】 

評価結果の 

政策への反映状況 

 

【政策への反映】 

○予算への反映 

評価結果を踏まえ、平成26年度予算概算要求を行った。 

平成 26 年度要求額: 882 百万円 

平成 26 年度予算額: 253 百万円 

【名称：障害のある児童生徒等の就学手続の改正】 

【担当課：初等中等教育局特別支援教育課】 

評価結果の 

政策への反映状況 

評価結果を踏まえ、障害のある児童生徒等の就学手続について所要の改正

を盛り込んだ、「学校教育法施行令の一部を改正する政令案」を作成、平成

２５年８月に閣議決定、公布された。 

【名称：子ども・子育て支援新制度の施行に伴う幼保連携型認定こども園に対する税制上の所要

の措置】 

【担当課：初等中等教育局幼児教育課】 

評価結果の 

政策への反映状況 

評価結果を踏まえ、「子ども・子育て支援新制度の施行に伴う幼保連携型

認定こども園に対する税制上の所要の措置」について税制要望を行った結

果、当該要望は認められ、平成26年度税制改正の大綱に盛り込まれた。 

【名称：子ども・子育て支援新制度の施行に伴う幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の

教育・保育機能部分に対する税制上の所要の措置】 

【担当課：初等中等教育局幼児教育課】 

評価結果の 

政策への反映状況 

評価結果を踏まえ、「子ども・子育て支援新制度の施行に伴う幼保連携型

認定こども園に対する税制上の所要の措置」について税制要望を行った結

果、当該要望は認められ、平成26年度税制改正の大綱に盛り込まれた。 

【名称：子ども・子育て支援新制度の施行に伴い市町村認可事業として位置付けられる小規模保

育等に対する税制上の所要の措置】 

【担当課：初等中等教育局幼児教育課】 

評価結果の 

政策への反映状況 

評価結果を踏まえ、「子ども・子育て支援新制度の施行に伴う幼保連携型

認定こども園に対する税制上の所要の措置」について税制要望を行った結

果、当該要望は認められ、平成26年度税制改正の大綱に盛り込まれた。 



 

 

 

 

【名称：試験研究を行った場合の法人税額等の特別控除の拡充 

中小企業者等の試験研究費に係る特例措置の拡充】 

【担当課：科学技術・学術政策局企画評価課】 

評価結果の 

政策への反映状況 

政策評価結果を踏まえ、平成２６年度税制改正要望を行った結果、 

①試験研究費の増加額等に係る税額控除を次の措置に改組した上、制度の適

用期限を３年延長（平成28年度末まで） 

②試験研究費の増加額に係る税額控除は、現行の控除率５％から、増加試験

研究費の額が比較試験研究費の額の５％を超え、かつ、試験研究費の額が

基準試験研究費の額を超える場合には、３０％（増加割合が３０％未満の

場合には、当該増加割合）に変更 

の措置を講じることが認められた。 

【名称：研究開発法人への寄附に係る税制措置】 

【担当課：科学技術・学術政策局政策課】 

評価結果の 

政策への反映状況 

平成２６年度税制改正において、研究開発法人に対する個人からの寄附に

ついて、税額控除と所得控除との選択制度を導入するとともに、民間企業等

からの寄附金について、全額損金算入が認められる「指定寄附金」とする税

制改正要望を行ったが、長期検討事項の取扱いとなった。 

【名称：(独)国立美術館、(独)国立文化財機構、(独)日本芸術文化振興会への寄附に係る税制措

置】 

【担当課：文化庁長官官房政策課独立行政法人支援室】 

評価結果の 

政策への反映状況 

平成２６年度税制改正において、国立文化施設に対する個人からの寄附に

ついて、税額控除と所得控除との選択制度を導入するとともに、民間企業等

からの寄附金について、全額損金算入が認められる「指定寄付金」とする税

制改正要望を行ったが、長期検討事項との取扱いとなった。 

【名称：(独)日本学生支援機構が行う海外留学支援制度への寄附に係る税制措置】 

【担当課：高等教育局学生・留学生課】 

評価結果の 

政策への反映状況 

（独）日本学生支援機構が実施する官民協働海外留学支援制度に係る寄附

金（平成26年度事業）については、財務省による個別審査の結果、指定寄附

金化が認められた。（平成26年２月27日付け財務省告示第五十六号） 

【名称：地方独立行政法人に対する寄附金等・重要文化財等の譲渡に係る課税標準の特例措置の

拡充（総務省との共同要望）】 

【担当課：文部科学省生涯学習政策局社会教育課・文化庁文化財部伝統文化課】 

評価結果の 

政策への反映状況 

政策評価結果も踏まえ、平成 26 年度税制改正要望を行った結果、これま

で国又は地方公共団体に対する重要文化財等の譲渡に認められていた課税

標準の特例措置について、博物館等の設置・管理を主たる目的とする地方独



 

 

立行政法人も対象とすることとされ、要望どおり認められた。 
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